
参考資料２

学校施設の耐震化等関連予算

（平成24年度補正予算、平成25年度予算案）



公立学校施設の耐震化・老朽化対策等の推進

【平成24年度補正予算案：１，８８４億円】

学校施設は子どもの学習・生活の場であるとともに、非常災害時には地域住民の応急避難場所ともなることから、
その安全性の確保は極めて重要である。

そのため、学校施設の耐震化対策を中心に、非構造部材の耐震化、老朽化対策や防災機能強化等、地方公共団
体が計画している事業を前倒しで実施する。

事業概要

実施事業

○学校施設の耐震化 （耐震化棟数：約２，０００棟）
○非構造部材（天井材、照明等）の耐震化

○老朽化対策 ○防災機能強化 など

ブレース

例：鉄骨ブレースの設置【大規模な地震による被害】

【老朽化した学校施設】

例：劣化した配管の補修 例：外壁補修

壁のひび割れ

校舎・体育館等の耐震化 施設の老朽化対策

非構造部材の耐震化
鉄骨梁

斜め補強材

振れ止めワイヤー

［参考］公立小中学校施設の耐震化率の進捗見込み
24年度当初予算執行後 約９０％
24年度予備費執行後 約９１％
補正予算案執行後 約９３％
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国立大学等施設の耐震化・老朽化対策等の推進

○国立大学等施設の約６割が建築後２５年以上経過し、安全面・機能面に問題が生じるなど、学校施設の老朽化が深
刻な状況となっている。
○東日本大震災を契機として、学生・教職員の生命にも危険が生じたこと等により、耐震化の重要性・緊急性が再認
識された。また、地域医療や災害時の救命救急医療の拠点となる国立大学附属病院の防災機能強化も喫緊の課
題となっている。
○そのため、老朽化対策、施設の耐震化及び附属病院の防災機能強化等について、前倒し実施等により、防災・減災
対策を加速する。

内容

【事業概要】
○老朽化により安全性に問題がある
施設・ライフラインの改修
○耐震性の劣る施設の耐震化
○附属病院施設の防災機能強化など

ライフラインの老朽化ライフラインの老朽化建物の老朽化建物の老朽化

今
後
の
災
害
に
備
え
て

防
災
・減
災
対
策
は
喫
緊
の
課
題

○建物・ライフラインの老朽化が進行

目的 【平成２４年度補正予算案額：１，２３５億円】

【事業の効果】

○耐震化の推進（※）や老朽施設の増大に歯止
めをかけることにより、安全な教育研究環境
を確保
（※耐震化率89．3％（H24.5.1現在） → 約９３％）

○附属病院の防災機能強化により、災害時に
おける安定的・継続的な診療機能を確保

○施設の耐震化

整備後整備前

○災害時における医療拠点の役割

整備例：受水槽東日本大震災時の状況（トリアージ活動）

【事業スキーム】
○国立大学法人等に対する補助

給水設備の劣化

経年44年

雨漏りによる天井劣化
蒸気漏れ
（暖房設備）

経年40年

壁のひび割れ

経年45年 経年56年

平成25年1月15日閣議決定
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私立学校施設等の耐震化等の推進

平成２４年度補正予算案 １５３億円

○私立学校施設の耐震化率については、大学等で81.8％、高等学校等で75.4％、専修学校で75.9％にとどまっている。生徒等が１日の
大半を過ごす学校施設の安心安全は急務であり、東日本大震災からの教訓を踏まえ、また今後発生が懸念されている大規模地震等に
備え、児童生徒・学生等の安全性を確保する観点から、学校施設の耐震化等防災安全機能強化を加速することが喫緊の課題。
このため、「私立学校施設防災機能強化集中支援プラン（平成24年1月）」により、校舎等の耐震補強事業はもとより、非構造部材の
耐震対策や備蓄倉庫、自家発電設備等の防災安全機能強化のための整備を支援するとともに、耐震化工事に対する長期低利融資制度
を拡充することにより、私立学校に対する支援を強化する。

【私立学校施設の耐震補強の例】 【東日本大震災で被災した私立学校の例】【東日本大震災で帰宅困難者を受け入れた私立学校の例】

【私立学校施設整備費補助金】１１７億円
・私立学校施設等の耐震改修、非構造部材の耐震対策、備蓄倉庫等防災安全機能を強化するための整備に係る補助を改善充実する。
（私立幼稚園、小・中・高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、短期大学、高等専門学校、専修学校（高等課程・専門課程））

【私立学校の耐震化工事に対する長期低利融資】３６億円（日本私立学校振興・共済事業団出資金）
・私立学校の耐震化等防災安全機能強化工事に対し、日本私立学校振興・共済事業団が実施する長期低利融資の制度の拡充を図るた
め、政府出資を行う。
（私立幼稚園、小・中・高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学、短期大学、高等専門学校、専修学校・各種学校）

背景・課題

対 応
必要性

- 3 -



　

公立学校施設の耐震化及び老朽化対策等の推進

◆予算額（公立学校施設整備費）

平成２５年度予算（案）額 １２７，０７５百万円 （前年度 １２４，５８１百万円）

◆内 容

◆補助制度の改正

◎「長寿命化改良事業」の創設

◎既存施設の改修により行う学校統合のための補助制度の拡充（※）

◎地域スポーツ施設（社会体育施設）耐震化事業の創設（※）

◎木の教育環境整備の補助時限の延長

（※）平成２４年度補正予算案からの改正内容

うち、 復興特別会計 ： ６６，７４５百万円

公立小中学校

耐震化率 ８４．８％
（Ｈ２４年４月現在）

今後、約１万９千棟の耐震化が必要

24年度当初予算執行後の残棟数

約１万３千棟（耐震化率約90％）

平成２７年度までの早期の耐震化完了に向け、平成２４年度補正予算案等での対応と
合わせて、約５，０００棟の耐震化に必要な予算を確保

⇒ 耐震化率は『約９４％』まで進捗する見込み。
※平成24年度補正予算事業完了後の耐震化率は約９３％

※沖縄分については内閣府において計上

《耐震化の進捗状況》

学校施設は子どもの学習・生活の場であるとともに、災害時には地域住民の
応急避難所としての役割を果たすため、その安全性の確保は極めて重要である。
しかしながら、未だ耐震性のない学校施設が存在し、また、建築後２５年以上

経過した学校施設が約７割を占めるなど、安全面・機能面において多くの課題を

抱えている。
このため、子どもの生命･身体の安全を確保する耐震化及び非構造部材の耐

震化等の防災対策や、老朽化対策としての長寿命化等を推進する。

【２４年度補正予算案：１８８，３８４百万円】
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国立大学等施設の整備

平成２５年度予算（案）額 ５９，３２３百万円 （前年度 ９１，５３８百万円）

｢第３次国立大学法人等施設整備５か年計画｣(平成２３年８月２６日文部科学大臣決定）
に基づき、大学等の教育・研究機能を強化し、質の高い医療を提供するため、耐震化・老朽化

対策・最先端研究施設の整備及び附属病院の再生など施設の重点的・計画的整備を推進する。

うち、復興特別会計 ： １２，７８５百万円

◆予算額（国立大学法人等施設整備費）

＜一般会計＞
○新規事業 ８６事業
・耐震対策事業 ４５事業
・安全対策・機能改善事業 １７事業
・最先端研究施設の整備 ４事業
・大学附属病院の再生 ２０事業

○継続事業 ６２事業
＜復興特別会計＞
○継続事業 １７事業

※実施予定事業の一覧は、文部科学省ホームページにおいて公表
http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/kokuritu/yosan/1325559.htm

文部科学省ホームページトップ＞教育＞学校等の施設設備＞国立大学法人等の施設整備＞国立大学法人等施設整備関係予算

＞平成25年度国立大学法人等施設整備関係予算＞予算（案）＞平成25年度国立大学法人等施設整備実施予定事業＜当初予算＞

各大学等の個性や特色を踏まえた魅力ある教育研究環境づくりを進めるため、
以下の施策について重点的に措置する。

○耐震化の加速（２７年度までの完了を目標）

○安全性・機能性に問題があり、計画的解消が不可欠な老朽施設(ライフライン
含む)の再生

○高度化・多様化する教育研究活動に対応し、国際競争力の強化にもつながる
最先端の研究基盤整備

○地域医療や災害時の救命救急医療の拠点となる附属病院の再開発整備

耐震化の進捗
平成２４年５月１日現在：89.3％
平成２４年度当初予算事業完了後見込み：約91％
平成２４年度補正予算事業完了後見込み：約93％
平成２５年度事業完了後見込み：約94％

[他に 、財政融資資金 ４１，５５９百万円（24年度 ４１，７９０百万円）]

【２４年度補正予算案：１４１，２２１百万円】

◆内 容

◆予定事業数

【国立大学法人等施設整備事業】
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私立学校施設・設備の整備の推進

平成２５年度予算(案)額： ７７億円（前年度：１０８億円）
〔 復興特別会計： １１０億円〕

（内訳）私立学校施設整備費補助金 ３５億円 （ ４９億円）

〔復興特別会計 １１０億円 （ １１０億円）〕

私立大学等研究設備整備費等補助金 ２２億円 （ ３８億円）

私立学校施設高度化推進事業費補助金 ２０億円 （ ２１億円）

他に財政融資資金 ３８５億円 （ ５４５億円）

○私立学校では、耐震化率が大学等については８１．８％、高校等については７５．４％にと
どまっている。東日本大震災の教訓等を踏まえ、施設の耐震化は喫緊の課題となってお
り、耐震化の一層の促進を図る必要がある。

○私立学校の教育研究環境を充実するため、その基盤となる教育研究装置・設備等の整
備を支援していく必要がある。

○教育・研究装置等の整備 ５６億円（ ８６億円）
・教育及び研究のための装置・設備の高機能化等を支援。

・「大学力」の向上のため、私立大学等の組織的・体系的な大学改革の基盤充実を支援する「私立大

学等改革総合支援事業」において、施設・装置の整備を支援。

○耐震化等の促進 １４億円（ １４億円）
・「私立学校施設防災機能強化集中支援プラン」により、学校施設の耐震化等防災機能強化を促進

するため、校舎等の耐震補強事業のほか非構造部材の耐震対策や備蓄倉庫、太陽光発電、自家発

電設備等の防災機能強化のための整備等を支援。

・学校施設の耐震化等防災機能強化を促進するため、特に緊急性の高い校舎等の耐震補強事業のほ

か非構造部材の耐震対策を支援する。〔復興特別会計〕１１０億円

（なお、平成２４年度補正予算案より、補助及び融資制度（日本私立学校振興・共済事業団実施）

の改善充実を図り、学校法人の負担軽減やより柔軟な申請を可能とする措置を実施。）

○私立大学病院の機能強化（利子助成） ７億円（ ７億円）
・私立大学病院の建替え整備事業に係る借入金に対し利子助成を行い、病院の機能強化を支援。

※他に、施設整備等に係る日本私立学校振興・共済事業団融資 ６３０億円

○私立学校における安心・安全な教育・研究環境の整備
○各学校の個性・特色を活かした教育・研究の質の向上
○私立大学等の組織的・体系的な大学改革の基盤充実
○私立大学病院の機能強化
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公立学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策加速化事業

◆予算額 （文教施設の防災対策の強化・推進）

平成２５年度 予算（案）額 ２０２百万円 (新規）

◆内 容

東日本大震災では、学校施設において屋内運動場等の天井が崩落し児童生
徒が負傷した例も発生。構造体の耐震化と同様、天井等落下防止対策等を緊
急的に加速化する必要があるため、以下の施策を実施する。

○屋内運動場等の施設特性や地域特性等を踏まえた「先導的開発事業」を

地方公共団体等への委託により実施し、効果的・効率的な対策手法等を

確立し、全国に発信することにより、全国の天井等落下防止対策等を加

速化。

○天井等落下防止対策に関する専門的な知見を有する技術者を養成するた
めの講習会を開催し、修了者を“専門的技術者”として全国で活用して

いくことにより、地方公共団体等における天井等落下防止対策を促進。

○天井落下防止対策のための点検経費に対する地方財政措置について（新規）

東日本大震災では、多数の建築物において天井が脱落し、かつてない規模で甚大な被害

が生じたことを踏まえ、国土交通省では、地震時等における天井脱落対策に関する新たな

基準への適合を義務づけること（６ｍ以上の高さにある２００㎡以上の天井）などが検討

されているところ。
このような状況をふまえ、学校施設等、公共施設の安全性を早期に確保するために必要

となる天井の耐震点検経費について、25年度から27年度まで所要の地方財政措置が創設さ
れる。

【対象施設（文教施設関係分）】
公立学校の屋内運動場・武道場・屋内プール、
防災拠点となっている公立社会教育・体育施設、公立文化施設

【対象施設数】
約10,000施設

＊点検と耐震対策工事を一体的に行う場合には、当該点検経費は耐震対策工事に係る
財政措置の対象となる。

地方財政措置

内訳：先導的開発事業 ２００百万円

専門的技術者の養成 ２百万円
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・学校施設の特性等を踏まえた対策事例の取りまとめ。

・専門的技術者を活用し対策事例を取りまとめ、効果的・効率的な対策手法等を全国に発信。

公立学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策加速化事業

国土交通省の新基準等を踏まえた有識者会議の検討（考慮すべき特性等の検討）

先導的開発事業の成果を踏まえた有識者会議の検討
（学校施設において考慮すべき技術基準、事例等の取りまとめ）

文部科学省として、天井等落下防止対策等を緊急的に加速化

・天井等落下防止対策に係る専門的な知見を有する技術者を養成するための講習会を開催。

・修了者を“専門的技術者”として登録したバンクをつくり、全国の自治体における活用を促進。

１）点検・対策を加速させるための専門的技術者の養成等 （25年度予算（案）額:2,176千円）

（協議会イメージ）

学校施設の特性 児童生徒の安全確保、応急避難所としての機能、地震後の教育活動の早期回復

地域の特性
北海道・東北、関東、九州・沖縄 3地域ブロック×3（予定）
東海・北陸、近畿、中国・四国 3地域ブロック×2（予定）

施設の特性
架構種別（Ｓ、ＲＳ、Ｒ）、屋根構面の形態（鉄骨山形、アーチ、トラス形式・・）、天井の形状（傾
斜、段差・・） など

工期の短縮
点検及び設計、工事を通じた多くの工種にわたる対策手法について、工事を短縮するための
手法を開発

（１）実施主体：都道府県・市町村教育委員会等 （ﾓﾃﾞﾙ実証1：８事例、ﾓﾃﾞﾙ実証2：15事例）
・ 専門的技術者も含めた実施体制を確立し、域内の学校施設の特長等を踏まえた先導的開発を
実施。

・ 地域特性や施設の特性等を踏まえた対策手法等を検討し、技術的な留意点等を整理。
①モデル実証１の内容：協議会、天井調査、対策検討、設計・積算、工事（工期短縮手法開発）
②モデル実証２の内容：協議会、天井調査、対策検討、設計・積算

（２）検討内容（例） 以下のような特性を踏まえた課題と対応策を整理。

専門的
技術者

建築担当者 教育委員会

国の調査研究委員

工事請負者

検討体制の確立 施設特性等を踏まえた対策手法等の検討

架構種別も屋根形態も様々で対策・留意点も異なる

文部科学省
学校施設に関し専門的
知識を有する団体等

学校施設整備に関する講習会の企画・実施（全国５会場）

連携協力

天井等落下防止対策加速化のための先導的開発事業の実施

設計事務所

２）天井等落下防止対策加速化のための先導的開発事業 （25年度予算（案）額：200,214千円）

- 8 -


